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三菱商事の排出権取引への取り組みについて 

 

三菱商事は、地球温暖化を抑制するための全世界的な取り組みである温室効果ガスの排出権取

引について、早期より取り組んで参りました。 

 

2000 年に、世界銀行の主導により設立された「世界銀行炭素基金 PCF（Prototype Carbon 

Fund）」へ出資、担当者の派遣を行いました。この基金は、世界各地で実施される温室効果ガス

削減プロジェクトから創出される排出権を購入し、その排出権を出資者に対し分配するファンドと

して設立され、当社はファンド総額 180 百万米ドルの内 5百万米ドルを拠出コミットしています。 

2001 年 5 月には、排出権取引の仲介やコンサルティングの草分けである米ナットソース社等と合

弁会社ナットソース・ジャパンを日本で設立し、取締役、担当者を派遣し、排出権取引のノウハウ

を蓄えて参りました。 

 

又、2004 年 5 月には､アジア地域を主な投資対象地域としたＥＳＣＯ事業及び再生可能エネルギ

ー発電業向けの投資ファンド「ＦＥ Clean Energy Services Fund」に出資しました。本ファンドでは､

投資収益の他に、投資事業を通じて温室効果ガスの排出削減効果が得られた場合、これをクレ

ジット化して投資家への配当として組み入れるメカニズムも導入予定です。 

 

更に、今般の京都議定書の発効に先駆け、昨年12月に日本で設立された官民合同の「日本温暖

化ガス削減基金JGRF」に、ファンド総額141.5百万米ドルの内10百万米ドルの拠出コミットを行い、

運営委員を派遣しています。本ファンドは、途上国や東欧諸国等で行われる温暖化ガスの排出削

減プロジェクトから生じる排出権を購入し、それを出資者間で配分することを目的とした日本初の

炭素基金です。又、本基金の運用会社として設立された「日本カーボンファイナンス株式会社 

JCF」（社長：田中弘、設立時資本金：8,750 万円、本社所在地：東京都千代田区）へも出資、中核

メンバーとして取締役等を派遣しています。 

 

この他、当社は排出権取引のトライアルをチリと韓国にて実施して参りました。 

チリでは、チリの民間電力会社である HGV(Hidroelectrica Guardia Vieja)社が実施している小型水

力発電プロジェクトで創出される排出権の内、10 万トン CO2 を 2003 年から 2012 年の間に購入コ

ミットしました。 

韓国の蔚山（ウルサン）では、英国系化学会社のイネオスケミカル（株）が、フロン（HCFC22）の製

造工場において、フロン製造の副産物として発生する代替フロン HFC23 を回収・破壊する事業を

実施しており、この事業によって生み出される排出権10万トンCO2を 2004年から2006年の間で



購入コミットしました。 

 

当社は、このようなトライアル取引を通し、今後も排出権取引におけるノウハウ蓄積と戦略的地位

の確立を目指していきます。 

 

 

 

（参考事項） 

 

＜世界銀行 PCF(Prototype Carbon Fund)＞ 

設立     ：2000 年 4 月 

ファンド規模 ： 180 百万米ドル （当社 5百万米ドル拠出コミット） 

内容 ：世界各地で実施される温室効果ガス削減プロジェクトから創出される排出権

   を購入し、その排出権を出資者に対し出資比率に応じ分配するファンド 

出資者   ：カナダ・オランダ・スウェーデン・ノルウェー・フィンランドの各国政府、英 BP  

        p.l.c.(旧 British Petroleum)、独 Deutsche Bank、同 RWE、仏 Gaz de France、

     ノルウェーNorsk Hydro、同 Statoil、蘭 Rabobank、ベルギーSuez-Electrabel、

     フィンランドFortum、日本からは国際協力銀行(JBIC)、東京電力、中部電力、

     東北電力、中国電力、四国電力、九州電力、三井物産、三菱商事 

 

 

   ＜ナットソース･ジャパン株式会社＞ 

    設立     ： 2001 年 5 月 

    資本金   ： 166 百万円 

    社員数   ： 16 名 

    業務内容 ： ① 温室効果ガス排出権、卸電力、天候デリバティブ等の 

                     仲介ブローカー業務 

                  ② 上記取引関連のアドバイザリー業務 

    出資者     ： 三菱商事、東短ホールディングス、Natsource LLC の 3 社（各約 25%）   

    及び商社、石油、ガス会社等 11 社 

 ※ 米国 Natsource LLC 

     1994 年設立の温室効果ガス、NOx/SO2、石炭取引等に特化した仲介ブローカー兼コン

 サルタント。カナダ、英国、ノルウェーにも拠点を持つ。 

 

 

 



＜ＦＥ Clean Energy Services Fund＞ 

設立  ： 2004 年 5 月 

ファンド規模 ： 最大 150 百万米ドル（現状 約 50 百万米ドル） 

出資者（現状）： 中部電力、北海道電力、沖縄電力、国際協力銀行、 

アジア開発銀行（ＡＤＢ）、三菱商事、 

フランス経済協力開発振興公社（Proparco） 

内容  ： タイ、マレーシア、フィリピン、インド等アジア地域を対象地域として、 

ＥＳＣＯ事業及び再生可能エネルギー発電事業への投資を行う 

 

＜日本温暖化ガス削減基金 JGRF(Japan GHG Reduction Fund)＞ 

設立  ： 2004 年 12 月 

ファンド規模 ： 141.5 百万米ドル （当社 10 百万米ドル拠出コミット） 

内容 ：世界各地で実施される温室効果ガス削減プロジェクトから創出される排出

権を購入し、その排出権を出資者に対し出資比率に応じ分配する日本初の

排出権ファンド 

出資者 ：国際協力銀行、日本政策投資銀行並びに三菱商事を含む 

   本邦民間企業 31 社 

 

＜日本カーボンファイナンス株式会社 JCF(Japan Carbon Finance, Ltd.)＞ 

設立 ：2004 年 11 月 

資本金 ：8,750 万円 

業務内容 ：日本温暖化ガス削減基金の運営株式会社 

出資者 ：国際協力銀行、新日本石油、住友商事、東京電力、日本政策投資銀行、   

    三井物産、三菱商事の 7社（各約 14.3%） 

 

以上 

 



三菱商事の排出権ビジネスの取組み

環境貢献を果たし且つビジネスとしても成立させるべく、次の具体的施策を実施中

三菱商事
2000年： 世界銀行炭素基金へ出資($5百万)

2001年： 米国Natsource LLCと提携

2001年： ナットソース・ジャパン設立

2002年： チリ 小水力発電案件より排出権

ﾄﾗｲｱﾙ購入（10万t-CO2）

2004年： 韓国 代替フロン熱破壊案件より

排出権ﾄﾗｲｱﾙ購入（10万t-CO2）

2004年： FE Clean Energy Services Fund      

へ出資（$10百万）

2004年： 日本温暖化ガス削減基金へ出資
（$10百万）

ナットソース・ジャパン

2001年5月設立

資本金166百万円

排出権等仲介ﾌﾞﾛｰｶｰ

(兼)ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

日本温暖化ｶﾞｽ削減基金
(JGRF)

2004年12月設立
ﾌｧﾝﾄﾞ総額： $141.5百万
存続期間： 2014年迄

購入会社：日本ｶｰﾎﾞﾝﾌｧｲﾅﾝｽ（株）
米国 Natsource LLC

1994年設立
排出権、NOx/SO2、
石炭等仲介ﾌﾞﾛｰｶｰ

(兼)ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
拠点：ﾆｭｰﾖｰｸ、

ﾜｼﾝﾄﾝ､
ｵﾀﾜ､ｶﾙｶﾞﾘｰ、
ﾛﾝﾄﾞﾝ､ｵｽﾛ

世界銀行炭素基金

Prototype Carbon Fund (PCF)

2000年4月設立

ファンド総額： $180百万
購入予定排出権：38～

40百万トン

3名出向中
（社長含む）出資

FE Clean Energy
Services Fund 

2004年5月設立
ﾌｧﾝﾄﾞ総額：$150百万(最大)

現状：約$50百万
ｱｼﾞｱ･東欧でESCO（省ｴﾈ
ｻｰﾋﾞｽ事業）及び再生可能
ｴﾈﾙｷﾞｰ事業に投資。

$10百万

１名出向中

$5百万

1名出向中

$10百万

25%

1名出向中


